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WG2 統計の重点的・戦略的整備 

「ストック統計」 
資本ストック統計の方法論と基礎統計整備 

（第一回） 
野村浩二 

2008 年 4 月 18 日 

 
1. 現行の資本ストック統計の課題 
1.1 わが国の資本ストック統計 

① 国富調査（NWS）：1905 年（日銀）より 1970 年まで計 12 回（大規模は 1955 と 1970） 

② 民間企業資本ストック（GCSPE）：年次推計と QE 

③ 国民経済計算 非金融資産（JSNA-NCS） 

1.2 現在の課題 

[GCSPE] 
・①資本財分割なし（よって品質統御はできない）、②粗概念（能力量として極端な仮定）、

③再現性・検証可能性の欠如（実質値のみの公表）、など課題多い。下記は除却と償却を結

合したときの能力量の減耗率を、集計レベルにおいて比較したもの（拙著「資本の測定」

2004 年）。投資財構成の変化を考慮しながら、一部測定された償却率に基づいて測定した

ものであるが、上記①と②による違いを反映。「本推計値」とは、一国全体としてインフラ

を含むため減耗率は小さくなるが、それでも GCSPE（民間企業のみを対象）よりは大きい。

近年は資本財構成に大きな変化がみられるが、GCSPE では（①の理由により）それを反映

した減耗率の上昇トレンドも見いだせない。 

 

・GCSPE は資本能力量の代理指標として使用されることが多いが、著者の検討では、現状

の推計値はレベルにおいて 20％程度過大であり、その成長率でも近年は過大推計である考

資料３
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えている。（やや古い比較であるが、以下参照：Nomura (2004a)での固定資本のみを対象

としたケースの成長率（Z はストック量、K はサービス量）－GCSPE は過大推計であると

思われるが、皮肉にもサービス量とは近似（このあたりが問題を隠している）。－土地と在

庫を入れたＫ成長率は 1960-2000 年で 5.89%であり、年率 2%ほど乖離） 

Z Z* K GCSPE

1960-65 9.11 7.80 13.88 < 11.55
1965-70 10.44 9.53 12.27 < 12.45
1970-75 9.56 9.25 9.96 < 10.10
1975-80 6.15 6.18 5.81 < 6.38
1980-85 4.80 4.69 5.24 < 6.72
1985-90 5.04 4.87 6.02 < 6.79
1990-95 4.42 4.40 5.08 < 5.15
95-2000 2.56 2.60 2.49 < 3.48
60-2000 6.51 6.16 7.59 < 7.83

 
 

[JSNA-NCS] 
・インフラ・受注ソフトウェアは定額法、その他資産はすべて定率法を仮定した純資本ス

トック。定率償却率は不明であったが再発見（Nomura and Futakami, 2005）。平均とし

ての 9.9%は大きな値。著者の推計では、第二次産業全体で 7.8%、相対的に大きな償却率

を持つ電気機械で 9.2%。住宅の年率 7.9%も、高め（著者推計：木造 5.8%、非木造 3.8%：

米国での仮定は 1.1-1.4%。） 
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1.3 資産概念と推計方法 

・粗・純の二分法から、資本の能力と価値の明確な概念的分離と両者の関係性描写 

資本サービス

資本価値

粗資本ストック

生産的資本ストック

純資本ストック

固定資本マトリックス

- 固定資産

在庫, 土地

恒久棚卸法

（PIM）

基準年次法

（BYM）

物的ストック法

（PSM）

[耐用年数]

・平均耐用年数・残存分布

直接観察

-物量（賦存量）

-中古品価格

-リース・レンタル

-保険

[ベンチマークストック]

・国富調査

[物理的償却率]

・経齢的効率性プロファイル

[経済的償却率]

・経齢的価格プロファイル

[価格指数]

・品質調整価格←取引価格

・購入者価格評価（マージン）

直接推計法

間接推計法

 
図１：資本ストックの概念とその測定 

（出典：野村「資本の測定―日本経済の生産性と資本深化―」2004 年） 

 
2. 改訂に向けた検討 

2.1 SNA 部会（国民経済計算調査会議）「資本ストック検討委員会」 

・平成 16 年 12 月 24 日から平成 19 年 9 月 26 日までこれまで 6 回開催。 
・方法論的検討の方向性についてほぼ同意形成。 

2.2 ESRI 内での Capital Project 

・資本測定プロジェクト（Capital Project）が進行中。有形固定資産、インフラ、ソフト

ウェア（プリパッケージ、受注、自社開発）、在庫、育成資産、在庫、土地、資本サービス

までを含む包括的なプロジェクト。 

・生産から投資、ストック、固定資本減耗、そして生産における資本サービスの投入まで

の内部整合性を保持すべくフレームワークの設計。 

・固定資本減耗の改訂は JSNA の重要な課題であるが、資本ストック推計との完全な整合

をはかるべきであり、全体として平成 17 年（2005 年）基準改訂での導入を目指す。 

・「民間企業投資・除却調査」の調査設計、平成 18 年・平成 19 年に実施。さらなる記入者

負担の軽減に向けて、模索中。 

 

 
3. 国際的な測定法 
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3.1 資本ストック推計法の国際比較 

・米国は 1997 年に大幅改訂：PIM。Hulten-Wykoff などの一連の実証研究成果を受けて、

ほとんどすべての資産で幾何分布を仮定（geometric approach：BGA）。純資本ストック

（net/wealth capital stock）のみの推計。粗資本ストック推計は廃止。 

・諸外国の推計方法については 1997 年の Canberra I での各国報告を整理した（資料１）

を参照。すでに情報は若干、古くなっており、韓国では 1997 年国富調査をもって、幕を閉

じる（1968, 77, 87, 97 の 4 回で終了）。直接推計によっていたオランダも、調査を辞めた

と聞いている（むしろ資産の profiles の推計に注力）。 

・基本的に、国際的にみて資本ストックの測定方法は、間接推計（PIM や BYM）によるも

のであり、国富調査など直接観察にはよらない。 

3.2 国際的な推計方法の標準化 

・Canberra II group (non-financial assets) 
・OECD Capital Manual (2001 and forthcoming) 
・基本的には間接推計に必要な情報として、経齢的（時間を固定したままで年齢の変化の

みを想定）効率性プロファイル（age-efficiency profile）および経齢的価格プロファイル

（age-price profile）、それを用いて純資本ストック（net/wealth capital stock）および生

産的資本ストック（productive capital stock）の概念によるストック量を定義（粗資本ス

トックの役割はほとんど見出せない）。 

・より適切な資本投入量概念：資本サービス価格（capital service price/user cost of capital）

と資本サービス量推計のフレームワーク（1993 SNA Revision 1 へ向けて） 

 
4. わが国での体系的整備にむけた方向性 

① 国際標準としての方法論へ準拠－国富調査神話からの脱却 

日本では、資本ストックの精度向上には、「国富調査が唯一の解決策であり、問題は

それが可能であるかどうかという予算の問題。PIM は低コストでの近似的推計にすぎな

い」とする見方が根強い。しかし、国富調査で基本的に調査できるのは、存在する
．．．．

資

産の取得時価額（粗投資額）。これを現在価格（再取得価格評価）にすれば、粗資本

ストック。必要なものは wealth and productive capital stock であり、結局のとこ

ろ以下の③のような複合的な仮説を必要とする。ただし、粗概念での検証をするこ

とは意味があろう（とくに地域的な分布など）。 
 標準は PIM（恒久棚卸法）。検証のための役割として、直接観察値、固定資産台帳、

物量データなどの活用可能性を議論。そのための産業分類・資産分類の設計が重要。資

産分類は、フロー量では商品分類との対応性を高めるべくさらに検討を継続し、ストッ

ク量では異なった分類を設計。 

② 固定資本マトリックス（FCFM）の体系的整備 

 統計委員会基本計画部会ＷＧ２「ストック統計」における統計整備のカギは、投資
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（FCFM）の精度向上である。現行では、基本表付帯表の固定資本マトリックスがある

ものの時系列接続には弱く、その基礎資料もまた十分ではない。また、既存統計におけ

る“投資”の概念設定も十分に統一されていない。企業と事業所の変換も未整備。企業

ベースの産業分類では、PIM は命取り。体系的な再構築を検討。 

 財の細分化により、物量データとの接続可能性を高め、また推計としてはコモ的視点

による利点を生かすことで体系を再構築。FCFM 自体が、ＩＯやエネバラのようなバ

ランスある加工統計である。そのため網羅性も重要な視点。インフラを分離せず、耐久

消費財を取り込んで体系を構築したい（コモでどんなに商品分類を細かくしても、消費

と投資の区分はできないが、耐久財と非耐久財はまだ可能性が高い）。 

 これについては、ESRI 内で FCFM の精度向上に向けた体系の再構築を目的とする

プロジェクトを計画中。WG2 の体系論との整合をはかりながら、具体的な検討を急ぎ

たい。WG2 の第二回以降のプレゼンで、基礎統計との連携・体系の再構築がどうある

べきか、具体的な事例を含めて検討課題を示したい。 

③ 資産の経齢的プロファイルの整備 

 進行している「民間企業投資・除却調査」での更なるデータ蓄積、行政記録－償却資

産申告書（減少資産）、その他の調査（橋梁など）、民間データ（中古、レンタル、保険）

などの活用を含め、ESRI では現在もすでに始まっているがさらに包括的には中長期的

な課題として精度向上を図るべく蓄積を継続する。→世界に発信できる計測事例になる。 

 
5. 行程表 

WG2 の第二回以降のプレゼンで提案を示したい。 

（以上） 
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(資料１)：資本ストック推計法の国際比較（出典：野村「資本の測定―日本経済の生産性と資本深化―」2004 年） 

 


